
 

さ が み は ら 都 市 経 営 ビ ジ ョ ン ・ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ５ 年 間 の 取 組 結 果  

 

１  ア ク シ ョ ン プ ラ ン (行 動 計 画 )に つ い て  

 

市 で は 、「 生 き 生 き と 輝 く 、 市 民 と 創 る 新 た な 都 市 経 営 」 を め ざ し 、

平 成 １ ７ 年 ４ 月 に 平 成 １ ７ 年 度 か ら 平 成 ２ ２ 年 度 ま で の ６ 年 を 計 画 期

間 とした「さが みは ら都市経 営ビジョ ン・アク ションプ ラン」を 策定し 、

事 業の効率 化、成果・顧 客・市場 主義 を盛り込 んだ行財 政改革に 取り組

ん できまし た。この 間、津久 井郡４町 との合併 、政 令指 定都市へ の移行

に より 、都 市として の形態が 変わると ともに、「 新・相 模原市総 合計画 」

と の整合を 図る必要 があった ことなど から見直 しを行い 、現 在、計画 期

間 を 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ４ 年 度 と し た 改 定 後 の ア ク シ ョ ン プ ラ ン

に 取り組ん でいます 。  
 
２  ア ク シ ョ ン プ ラ ン ５ 年 間 (平 成 １ ７ 年 度 か ら 平 成 ２ １ 年 度 )の 取 組 結 果  

 

   アク ションプ ランの取 組項目８ ５項目の うち 、５ 年間で達 成された 項

目 は ６ ４ 項 目 で 、 目 標 に 対 す る 達 成 率 は ７ ５ ． ３ ％ で し た (表 １ 参 照 )。 
な お、達成 された項 目のうち 、目標を 見直して 継続して 取り組む １ ０

項 目と達成 できなか った１８ 項目につ いては、改定後の アクショ ン プ ラ

ン において 引き続き 取り組ん でいます 。  
５ 年 間 の 改 善 効 果 額 は 、「 事 務 事 業 評 価 の 改 善 」、「 公 立 保 育 所 の 民 営

化 」、「企業 立地の促 進」、「保 険税収納 率の向上 等」とい った取組 み に よ

り、約７６ 億円とな りました (表 ２～３ 参照 )。数 値目標に ついては「 職

員 定数の削 減」や「市 債発行の 抑制」で 目標を達 成しまし た(表４参 照)。        

ま た、平成 ２１年度 単年度の 改善効果 額は約１ ７億５６ ００万円 で し

た (表 ５参照 )。 

 

表１ アクションプラン全体の達成状況 

５年間での達成状況 項目数 構成比 

達成された項目 ６４項目 ７５．３％ 

達成されていない項目 １８項目 ２１．２％ 

目標取組みの方向性を変更した項目  ３項目  ３．５％ 

合計 ８５項目  １００％ 

 
表２ ５年間の改善効果額 

年度 改善効果額 

平成１７年度 １，７６８，７７４千円 

平成１８年度   ８０７，２６２千円 
平成１９年度 ２，１８１，７０７千円 

平成２０年度 １，０７７，８４６千円 

平成２１年度 １，７５６，４３６千円 

合計 ７，５９２，０２５千円 

 
 
 



 
表３ 目標が達成された主な取組項目と５年間の改善効果額 

取組項目 ５年間の改善効果額 

公益法人等の経営評価システムの確立と在り方等の見直し ２００，８９０千円 

事務事業評価の改善 ６６６，８８７千円 

公立保育所の民営化 ３５９，７６６千円 

指定管理者制度への移行 ３５５，４４５千円 

企業立地の促進 ６３４，４３４千円 

保険税収納率の向上等 ８５６，９２６千円 

 
表４ 数値目標達成状況 

項目 目標 結果 
職員定数の削減 ３２９人削減 ３２９人削減 

収納率(※１)   
市税 ９８．５％（２４年度） ９８．１％ 

国民健康保険税 ８９．２％（２４年度） ８６．６％ 
保育料 ９８．３％（２４年度） ９７．６％ 

住宅使用料 ９８．５％（２４年度） ９８．４％ 
市債発行の抑制   

市債発行額 ８００億円以内 ７９８億円 
公債費負担比率(※２) １５％以下 １３．４％ 

 
※１ 収納率については、平成２０年に中間見直しを行い、平成２４年度までの目標を再設

定したもの。 

※２ 借り入れた地方債の償還と利子の支払いに要した額の一般財源全体に占める割合。 
１５％以上が警戒ラインとされる。 

 

表５ 平成２１年度単年度改善効果額 ※(  )は該当する予算費目 

削減効果額が生じた主な取組項目等 １，５３９，１８２ 千円 

公益法人等の経営評価システムの確立と在り方等の見直し  

(複数費目対象) 
４８，３００ 千円 

公立保育所の民営化 (児童福祉費)                ４７，６４２ 千円 

指定管理者制度への移行 (複数費目対象)                 １８８，９５２ 千円 

学校管理業務 (小学校費・中学校費)                       ５，６４２ 千円 

図書館業務 (社会教育費)                       ６５，６７０ 千円 

給与構造の改革等の推進 (人件費)               ８９０，９２４ 千円 

生活保護に係る自立支援プログラムの策定等 (生活保護費)        ６３，７７９ 千円 

医療費の適正化等 (保険給付費)                    ２２８，２７３ 千円 

増収額が生じた主な取組項目   ２１７，２５４ 千円 

企業立地の促進                       ２０８，７６３ 千円   

工業系産業用地の保全                    ８，０５２ 千円 

意識啓発による滞納抑制                     ４３９ 千円 

改善効果額合計 １，７５６，４３６ 千円 

 
 


